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「核兵器の廃絶に対する私たち共通の道義的・法的義務」 

核兵器による威嚇、使用の合法性に関する国際司法裁判所（ICJ）の 

勧告的意見発表 20周年に寄せて 

2016年 8月 3日 日本国東京 国連大学 

 

20年前の 1996年 7月 8日、国際司法裁判所（ICJ）は歴史的な勧告的意見を発表し、「核兵器による

威嚇もしくはその使用は、武力紛争に適用される国際法の諸規則、そして特に人道法の原則及び規

則に一般的に違反する・・・」、「厳格かつ効果的な国際管理の下において、すべての側面での核軍

縮に導く交渉を誠実に行い、かつ完結させる義務が存在する」と宣言した。 

 

ICJの意見は、諸宗教共同体、非政府機関、そして政府が、核兵器の廃絶を促進するための法的根拠

を与えた。とりわけ、その勧告的意見は、1996 年から今日に至るまで、核兵器を禁止し廃絶するグ

ローバルな条約である核兵器禁止条約を求める力強い国連総会決議を加盟国の圧倒的多数で採択す

ることを可能にした。 

 

私たち、諸宗教共同体、市民社会組織、議員、学者、指導的立場にいる外交官、そして高校生の代

表は、2016年８月２日と３日の両日、日本国東京の国連大学において Religions for Peace (RfP) 国

際軍縮・安全保障常設委員会 特別会合を開催した。私たちは、核兵器のない世界を実現するために、

パートナーシップを強化することを新たに決意する。 

 

私たちは、核兵器のいかなる使用を正当化するための、道徳、宗教あるいは法律における適法な議

論は成り立たず、核兵器の使用は、これまで数世紀にわたって積み上げられてきた国際法と人道法

のすべての諸原則に反するということに合意した。無差別性を有する大量破壊兵器としての核兵器

は、本来的に邪悪である。したがって、核兵器の開発ならびに保有さえも道義的に異常といえる。 

 

私たちはさらに、核兵器の使用もしくは保有を非とする道義的・倫理的責務は、人間の良心の奥底

から生じるという理由から、すべての善意の男女に通用することを確信する。そうした人間の良心

は、核兵器の適法性に関する技術的な議論以上に根源的であり、さらにそうした議論の基盤にもな

るからである。この意味において、私たちは、バラク・オバマ米国大統領が 2016年 5月、広島市を

訪問した事実に大いなる光明を見出す。 

 

私たちは特に： 

 

１）2015 年 12 月に採択された国連総会決議「核兵器のない世界のための道義的責務」を支持する。

同決議は、「国際社会が国連憲章の高貴な諸原則に順ずること」を想起し、「無差別性と人類を

絶滅させる潜在力から、核兵器は生来的に道徳に反している」ことを宣言している。 

 

２）新たな法的枠組みの基礎として、「核兵器の人道的影響」を訴えるための国際的な各界間のパー



トナーシップの構築に向け、私たちの取組みを新たにする。その法的枠組みとは、化学兵器や

生物兵器などの他の大量破壊兵器に課せられているのと同様な道義的・法的な基盤の上に立っ

て核兵器を禁止するものである。 

 

３）核兵器の廃絶交渉を誠実に速やかに開始するという核不拡散条約（NPT）に基づく法的義務を履

行することを核兵器国に強いるために、マーシャル諸島共和国が国際司法裁判所（ICJ）に提訴

した訴訟の判決が近々示される状況において、ICJを信頼する。 

 

４）2015年 12月７日に投票された国連総会決議によって設置された「公開作業部会」の議長が、さ

る７月 28日に公表した議長報告草案（ゼロ草案）を建設的に精査し、また、核兵器のない世界

を実現するための「法的措置、法的規定と規範」を開発するため、同部会の最終セッションに

積極的に参加するよう政府に促す。私たちは、同報告草案に盛り込まれた「最終的には完全廃

絶に向かうよう核兵器を禁止するための法的拘束力を有する規定を交渉するために」2017 年に

国連総会が国際会議を開催するとした勧告に強く賛同する。 

 

５）被爆者（広島・長崎の原爆投下の生存者）により進められている核兵器廃絶国際署名キャンペ

ーンを強く支援する。その署名要請文は、「これから生まれてくる将来の世代が、この地上にお

いて再び地獄を見ないよう被爆者が生存中に核兵器のない世界を実現することが、私たちの強

い願いである」と述べている。 

 

６）被爆者と核実験によって深刻な障害を被った数多くの国々の人々の、人間としての尊厳が冒さ

れてきた事実を認識し、かつ、彼らの尊厳の回復と彼らの要求を真剣に熟慮することを要望す

る。 

 

７）第１に、2015年 4月 21日に東京において、「核軍縮・不拡散議員連盟」（PNND）日本と WCRP（RfP）

日本委員会によって発表された共同提言、第２に、2015 年８月６日に広島において RfP 国際委

員会、国際 PNNDそして平和首長会議が発表した共同声明を再確認する。前者は、北東アジア非

核兵器地帯の創設の必要性を強調し、後者は、広島・長崎への原爆投下 70年を期して採択され、

2015年 9月に国連総会議長に提出された。 

 

私たちは、高校生が彼らの意見を述べ、核兵器の廃絶に向けて真摯な願いを表明したことに感謝の

思いを表したい。彼らの参加は、核兵器のない世界を築くために、現代の世代が希望を持って責任

を果たしていくための後押しになった。若い世代により積極的に関わってもらうためには、包括的

な平和教育が必要である。 

 

最後に私たちは、RfP国際軍縮・安全保障常設委員会と協働して、核兵器廃絶のための行動において、

他の市民社会、政府・非政府関係者とのより効果的なパートナーシップに向けて、軍縮問題に対す

る関心の喚起、協調的なアドボカシー活動の支援、宗教指導者とコミュニティーによる関与と強化

に取り組んでいきたい。 


